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決済とモビリティの未来：

消費者は、日常のトランザクションの大半を占めるシームレスな決済に慣れていま

す。このため、移動やサービスの決済に関して、統合されたセキュアな方法を求め

ています。決済プロバイダーにとって、これは、課題と機会の両面を意味します。

イントロダクション：決済の対象者

と方法とは？

先進的なリテーラーやテクノロジー企業は、従来の銀行業

務、決済およびその他の関連アクティビティをもっと簡単にで

きるようにするエクスペリエンスの向上、さらにはシンプル

で、シームレスな統合を金融サービス業界が生み出すよう、

高いハードルを課しています。オムニチャネルコマースの発

展と先進的なテクノロジー企業の存在によって、金融サービ

ス業界のオープン化と決済エクスペリエンスの向 上の実現

が飛躍的に加速しています。そして、決済はすでに、容易な

ものになりつつあります。大半の商用サイト、ブラウザ、さら

にスマートフォンは、クレジットカード情報の保存ができ
1
、

マーチャントや窓口へのインスタントペイメ

そして、モビリティの未来は、このエコシステムをさらに拡

大することが予測される、一連のまったく新しいプレイヤーと

サービスと共に到来しつつあります（囲み記事「未来のモビリ

ティエコシステム」を参照）。大方の予測では、新し いモビリ

ティエコシステムのトランザクションは、複数の交通手段だけ

でなく、補助的サービスまでを網羅する、ひとまとまりのサー

ビスになります。このよう なモビ リ ティアズ ア サ ー ビ ス

（MaaS）プラットフォーム用の決済フローの促進が重要なコン

ポーネントの一つとなる
5 ということは、すなわち、決済プロ

バイダーが成功するには、新しいモビリティエコシステムの

形成における自社の役割を見出さなければならなくなるとい

うことです。さもなければ、現在の顧客にとっての重要性を失

う恐れがあります。

ントや送金を可能とし、先進的なショップや

レストランはキャッシュレスになりつつ あり

ます
2
。 

このため、人や物品を運ぶモビ リティエ

コシステムが進化するにつれ、消費者が同

本稿では、モビリティの進化が決済プロバイダーに及ぼす

影響、さらにはこの急速に変化を遂げるエコシステムにおい

て成功すべき機会について考察していきます。そのゴールは

明確です。未来のモビリティエコシステムにおける決済 は、

目に見えない、シームレスで、統合され、極めて便利 になる

ことが求められています。

等以上のレベルの容易さと便利さを求める

ことは、不思議ではありません。レンタルバイク、タクシーの

乗車、荷物の引き取り、さらにはフードデリバリーと いったア

プリの利用者は
3
、あらゆる移動やサービスの支払いのため

の統合された、プライベートでセキュアな方法を求めていきま

す。

現代のショッピングと請求書支払いの舞台裏では、さまざ

まな取引が生じています。スマートフォンユーザーが利用す

るのは2、3個のワンタッチ決済アプリ
4
であっても、そ のシン

プルなインターフェースの下には、新しい手法で提携した新

しいエコシステムを構築している企業による、変化を伴う複

雑なインフラが存在しています。

モビリティの未来は、このエコシステム

をさらに拡大することが予測される、

一連のま ったく 新しいプレイヤーと

サービスと共に到来しつつあります。
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決済とモビリティの未来：
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未来のモビリティエコシステム
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価格設定、決済および保険

人々や物品がA地点からB地点まで移動する方法は、技術面と社会面の一連の集約的な勢いに推進されて、劇的に変化して

います
6
。この移行のスピードと経路の詳細は依然として不明瞭ですが、2040年までに、シェアード自動運転車は、米国の走行

距離の半分以上を占めると予測されています
7
。将来的には、特に都市部において、シェアード自動運転車による移動は、現在

の従来型交通と同じように、複数の乗り物を経由して移動できるようになるでしょう。さらに、この新しいモビリティエコシ ステム

は、オンデマンドのインターモーダル移動の提供（図1）に加えて、移動中に製品やサービスを提供するようになります。そのう

え、乗客は、現在のように、各ステップで対応することなく、迅速かつ安全に、シームレスに、バックグラウンドで、これらの製品や

サービスの支払いができるようになることを求めていくでしょう。実際に、このエコシステムの要素の多くは、シェアードモビリティ

プロバイダーから、新しいタイプのコネクテッドインフラまで、すでに存在しています。（モビリティの未来がさまざまな業界を広げ、

これらに影響をもたらす内容に関する全体的な考察については、完全版のDeloitte Insightsリサーチコレクションをご覧くださ

い。）

出所: Deloitte analysis. 
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決済とモビリティの未来：

新しいエコシステムにおける

可能性と課題

決済業界は、デジタル化、オムニチャネルの顧客エクスペ

リエンス普及率の上昇、資産の所有からシェアリング経済へ

の継続的な移行などの要素によって、目覚ましい変化に直

面しています。15年前には、平均的な消費者は、一つのアイ

テムの購入に、通常、2個のタッチポイントを使用していまし

た。現在の平均は、6個近くになっています8。関連購入のう

ち約5,000億ドルは、年間約80%の成長を遂げている媒体、

モバイル決済を使用して行われています9。

複合的でありながら、決済の観点からは統合された、マルチ

モーダルな未来への道のりにおける重要な立役者は、以下

ある意味で、モビリティの未来は、これらの変化の 拡張を

体現するものであり、交通において展開されている転 換は、

その決済市場に同様の劇的なインパクトを及ぼしています。

モビリティ自体がすでに、全体として、さらには構成要素の二

次市場の双方で、一連の莫大なトランザクションを担 ってい

ます。アナリストの試算によると、米国の公共交通機関は年

間でほぼ750億米ドルに相当し
10
、レンタカーは420億米ドル

の収益をもたらし
11
、タクシーおよびリムジンは年間で約25 0

億米ドルを生み出しています
12
。ライドシェアリングは20億米ド

ルを生み出し、今後5年間で年間20%の成長率が予測され

ています。商用車の運転手の業務用ガソリン決済を容易に

する給油カードやフリートカードといった、ニッチなモビ リティ

専用決済ソリューションは、トランザクション費とその他の収

益を合わせて、2017年に6億2,000万米ドルと推定されてい

ます
13
。全体として、これらの市場が支出に占める割合は大

きく、交通費は米国世帯の年間支出の14%と、二番 目に大

きい支出カテゴリーになっています
14
。 

モビリティエコシステムの変化は、トランザクションを促進

するモビリティ企業にとって、交通の新しいオプションと手段

が実行可能となることで、収益の機会を広げることに な りま

す。しかし、これらの変化は、決済フローを再編し、新しいエ

クスペリエンスを開拓する可能性が高く、決済プロバイ ダー

にとって、急速な市場の転換や多くの課題をもたらすことを意味

します。

決済企業は、自社のモビリティビジネスプランを審査して、

モビリティマネージャーとなる可能性が最も高い企業を特定

し、有望な顧客を絞り込むことや仲介企業との競合を回避す

るために必要なパートナーを特定して、プラットフォーム型ビ

ジネスモデルの構築方法を迅速に決定する必要がありま

す。すでに、この領域での順位争いが始まっています。その

ような企業には、ライドヘイリング（配車）プロバイダー、多様

なテクノロジー企業、複数の決済ネットワーク、モビリ ティア

ズアサービス（MaaS）新規参入企業、さらに次第に増加して

いる自動車メーカーが挙げられます。

になることが予測されます。

モビリティ消費者－新しいモビリティエコシステムですべて

のトランザクションを行うとは限らない可能性はありますが、

少なくとも、すべてのサービスの間接的なエンドユーザーとな

り、移動中にモビリティ関連トランザクションを完了しようとす

る消費者などが含まれます。

モビリティマーチャント—例えば、ライドシェアリングプロバ

イダー、移動中のエンターテイメントおよびコンテンツサプラ

イヤー、またはレンタル自転車会社などは、モビリティプラッ

トフォームを介して、間接的に最終消費者にサービスを提供

する企業です。

モビリティマネージャー－カスタマイズされた統合型移動

オプション、あるいはエンターテイメントやショッピングなどの

多様な補助サービスを最終消費者に提供することを目 指し

ます。複数のマーチャントを交通に関する需要とつなげるこ

とを検討する場合もあります。

決済市場に関して、対立する勢力が料金に基づく総量の

決定に登場する場合があります。その一方で、プレイヤーと

トランザクションの増加は、総体的な金額の増加を意 味しま

す。しかし、「クローズドエンド型」ネットワークを創造する新し

いプレイヤーの可能性もあり得ます。このプレイヤーは、顧

客とそのサプライヤーの間に位置して、トランザクションのエ

コシステムを集約して、当事者間のそれぞれのバランスを調

整します。
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決済とモビリティの未来：

図 2 

現在は、それぞれの顧客にサービスを提供する複数のサプライヤーが決済プロバイダーの価値提案

を強化している

  この未来像を可能にするために、決済プロバイダーが創

造すべきは、変化を生み出すモビリティ企業とのつながりを

強固にすることです。これによって、優先モビリティマネー

ジャーサプライヤーとなり、プロバイダーのテクノロジーを上

記の成長企業と結び付けて、さらに、理想的には、待ち構え

ている変化への独自のインサイトを構築します。私たちは、

以下に、三つの主要な機会を説明しています。最終的に、そ

の勝者とは、現在、データの共有に足踏みをしている複数の

プレイヤーを結び付けることができる企業となるでしょう。

消費者

複数のトランザクション、強力な価格決定力を持つ
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トラフィック API、

エンターテイメントデータ など

決済の流れ：一つの決済プロセッサーによって促進

出所: Deloitte analysis. 

モビリティビジネスプランの
実現

新たな交通エコシステムの華やかな要素である、自動運

転車や空中飛行型有人ドローン
15 などが高い注目を集める

のは、当然と言えます。しかし、より基本的な要素、すなわ

ち、統合された、マルチモーダルなネットワークの構築とサー

ビスの提供こそ、モビリティの未来を支えていきます。決済プ

ロバイダーは、ネットワーク効果の供給源とエコシステムの

収益プール（データとそのフロー）の共有可能な方法を決定

することによって、これらの新しいビジネスプランを可能にす

るインフラの構築において重要な役割を担っています。
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決済とモビリティの未来：
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モビリティマネージャーは、需要の一元化、参加の統制、生じたトランザクションのシェアの保持に

よって、戦略的な優位性を確保できる

消費者

モビリティマネージャー

データ
アグリゲーター

フリートオペレーター

シェアード自動運転車の

運用

料金

料金

シェアード

自転車

ネットワーク
オペレーター 

保険

プロバイダー
グロサーリー

ストア

メディア＆

エンターテイメント

プロバイダー

その他のサプライヤー 

決済の流れ：一つの決済プロセッサーによって促進

データサプライヤー 
天気予報サービス、 
トラフィック API、 

エンターテイメントデータ 
など

サプライヤー 
充電、 

メンテナンス、 
高速道路料金所 

など 

単独で処理する機能に欠けています。小企業の中に は、モ

ビリティアドバイザープラットフォームのセットアップを あきら

めざるを得ない技術仕様を見出す場合があります。この機

能を構築し、アプリやユーザーインターフェースに統合すると

同時に、規制や不正防止の障壁を乗り越えることは、参入へ

の高い障壁になりかねません。その一方、ユーザーはすで

に、多岐にわたる決済オプション（Venmo、PayPal、リアルタ

イム決済など）を有しているため、デベロッパーは、顧客が効

率的にサービスを使えるように、アプリケーションが自動的に

認証・設定（プラグアンドプレイ）を行えるようなサービスを提

供することができるでしょう。

出所: Deloitte analysis.

シームレスな

インターモーダルモビリティの実現

機会：さまざまなサービスにわたる一連の複数のトランザ

クションを、ユーザーが1回のトランザクションで完結できるよ

うにすること。例えば、複数の交通手段にまたがる、オンデマン

ドの補助サービスの追加（ユーザーによる個別のスケジュー

リング、AIによる提案または保存された好みの履歴を通し

て）が挙げられます。このシーケンスは、一つの特定のインタ

ラクションで管理が可能になります。

現時点では、MaaS市場は多岐にわたるプレイヤーで構

成され、その多くには、複雑でセキュアなトランザクシ ョンを
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決済とモビリティの未来：

2. 同プロバイダーと共にパイロットを改善して、収益トラッ

キングと各サプライヤーへのマージン配分を管理する

ための完全ERP統合を構築する：フロントエンドで、顧

客とパートナー間の衝突を低減するために、現行のモ

バイルウォレットソリューションを統合する。

3. ほかの MaaS プロバイダーに加えて、近い将来にこの

役割を担える企業（ライドヘイリングプロバイダーや自

動運転車デベロッパーなど）に声を掛けて、トランザク

ションの独占処理の見返りに、モバイルウォレット製品

を提供する。

4. 市場の勝者がパートナーの成長を実現できる、ロイヤ

ルで、デジタル的につながる顧客になるまで繰り返す。

カスタマイズサービスを開発することによって、決済プロバイ

ダーは近い将来、消費者向けとサプライヤー向けの決済

サービスを提供することで、一つのビジネスのバリューチェー

ンを隅々まで監視できるようになります。このため、ユーザー

はすべての交通・移動手段を個人の好みに合わせてカ スタ

マイズし、スムーズに、かつ迅速に計画できるように な りま

す。モビリティマネージャーは、人々が一度の決済（フロント

エンド処理）で、複数のモビリティプロバイダー（バックエンド

処理、公共交通機関、ライドヘイリング、自転車シェアなどへ

のトランザクション）にその決済を分散できるようにする必要

があります。

製品：決済プロバイダーは、バリューチェーンに基づいた

MaaS専用プラットフォームの提供ができるようになります。

サプライヤーのトランザクション（フリートオペレーター、給

油、レンタル自転車、補助サービス）を処理する時点で、この

プラットフォームが特定の移動分野のサービスプロバイダー

すべてにわたるコスト管理ができるようになります。例えば、

特定の移動が不採算である場合に、レンタル自転車プラット

フォームでいくらの収益が必要か、といった内容です。顧客

サイドでは、PayPal、クレジットカードまたはリアルタイム決

済などを将来的に含む、顧客が運賃の支払い時に必要とな

るすべての決済オプションを一つのポータルに統合 で きま

す。データシェアリングは、仮契約作成時にブロックチェーン

などのテクノロジーを活用したり、インフラの複数のポイント

にまたがる実データの共有において、トークン的な情報の利

用の際に発生します。

積極的に開発中。

次世代「フリート」カード：コネクテッド車

による決済の促進

機会：コネクテッド車の増加に伴い、決済プロセスを容易

にするプラットフォームとして車を活用するという、機会が訪

れています。この実現のためのテクノロジーは容易に利用可

能で、デベロッパー各社がすでに車両でのパイロット試験を

行っています。その用途には、通行料徴収および混雑課金、

車両の給油および充電、車両メンテナンス、駐車場、基本消

費財、エンターテイメントなどが含まれ、一部のネットワーク

プレイヤーが先陣を切っています。 Visa と SiriusXM 

Connected Vehicles Servicesは、先日、新しい車内決済

システムに取り組むための提携を発表しました
16
。

顧客トラフィックのリダイレクトによる売上増加の可能性の

訴求によって、決済プロバイダーは、ガソリンスタンドや小売

店に対して、レセプターなどの必要なインフラシステムを設置

させることを見込んでいます。この仕組みは、それぞれのリ

テール地点で決済を処理することで、顧客エクスペリエンス

の向上につながります。自動車メーカーがこれを機会として

とらえ、車の機能に追加することで、市場の注目を集める可

能性もあります。

製品：決済プロバイダーはすでに、ガソリン小売業者と物

流会社との仲介役を担っています。この関係を有すること

で、決済プロバイダーは、それぞれのセグメントでの強力な

優位性を自社にもたらす、顧客対応ツールやデータアナリ

ティクスの開発が可能です。

このプラットフォームは、モビリティアドバイザーのエンター

プライズリソースプランニング（ERP）および請求システムと

のシームレスな統合が必要となります。決済プロバイダー

は、この提案に実装およびコンサルティングサービスを組み

合わせて、最終的にはMaaS企業の優先サプライヤーとして

固定されることになります。

到達手段：決済プロバイダーは、キャッシュフローは乏しい

が有望なプレイヤーとの関係を構築するリスクを考え、大が

かりなプラットフォームを開発する前に、候補となる企業のう

ち一社と試験的な取り組みを実施する場合があります。以下

の4段階のアプローチは、決済プロバイダーが現在行ってい

ること以外はほとんど不要と言えます。

1. 有望なMaaSプロバイダー1社に関して、モビリティ特

化型決済プロバイダーの機能を試験する：moo ve l、

MaaS GlobalのWhim、Moovitなどが該当サービス
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1. 自動車ドライバー向けの定期的なトランザクションを含

む、大型ネットワーク（ガソリンスタンドや料金 所）から

開始する。さらに、最も緊急を要する課題として、自社

プラットフォームのパートナーとなる意欲を持つプレイ

ヤーを特定する。

次世代フリートカード

反復されるトランザクションの
自動決済を搭載

Ace Gas Station    March 17, 2019    2:35pm
Transaction (fuel):
Amount: 21 gallons 
Cost: $53.00 (PAID)

シームレスなインターモーダルモビリティ

複雑なインターモーダルルートを1回の
インタラクションで提供

Vehicle: Taxi
Penn Station 
to 7th Ave
1.1 miles, 11 mins

Vehicle: Subway
7th Ave to Forest 
Hills, 71st Ave, 
E train
9.9 miles, 26 mins

Vehicle: Scooter
Forest Hills, 
71st Ave to 7254 
Manse St.
0.5 miles, 5 mins

Total trip:
Distance: 19.9 miles
Cost: $19.57

P2Pシェアードモビリティ

P2P レンタカーをモビリティプラットフォーム
に統合

Available

Vehicle: White 4-door
located on Elm St.

John Doe

Reservation accepted:
#26749-A90

Sue Jones

この業界セグメントは、飛躍的な成長の機会を提供していま

す。車が自律型・共有型に移行するにつれて、フリートオペ

レーションに効率が良い自動型の車両専用決済システムを

有することは、給油やメンテナンスといった車特有の反 復さ

れるトランザクションに極めて有効であり、ネットワーク全体

に標準化される可能性があります。

図 4 

モビリティビジネスプランの実現

優先モビリティマネージャーサプライヤーになるための

決済プロバイダーは、以下の4段階のアプローチを用い

て、二つの既存サービスプロバイダー間のアライアンスを構

築して、自社で実現を目指すことが可能です。

出所: Deloitte analysis.
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1. モビリティオペレーターとの試験を開始して、リテール

カスタマーの関与が少ないエクスペリエンス（決済ツー

ル、モバイル統合型車両、シームレスな顧客エクスペ

リエンス）を構築する。

2. この市場にふさわしい処理品質による、効果的で信頼

できる処理を確保する。

3. 高品質で、高度なカスタマイズが可能なビジネス／顧

客エクスペリエンスを強みとする。

4. モビリティ特化型の実装・コンサルティングサービスを

用いて、業界全体に展開する。

5. P2Pネットワークへのサービス提供機能を試して、製

品全体にこれらの所見を活用する。

ためのシンプルなプラグアンドプレイソリューションの構築に

よって、この機会の獲得を目指すことが可能です。以下の5

段階のアプローチは、かなりシンプルと言えます。

2. 新しいツールのパイロットプログラムとして最初の関係

を利用して、OEM企業を打ち合わせに入れる。

3. ネットワークとその価値を拡大するために、仕事で走り

回るドライバーを魅了する、衝動買いを誘う製品を販

売するネットワーク（ドライブスルードーナツやコーヒー

ショップ）を導入する。

4. 小規模リテーラーやその他のOEMに機能を拡張する。 

P2Pシェアードモビリティ 
機会：十分に活用されていない資産を別の目的で利用す

る、シェアリングエコノミーの台頭が予測されており、同一モ

デルがP2Pのカーシェアリングに拡張しています。こ のモデ

ルは、自家用車の所有者が自分の車をほかの人の 使用に

貸し出す仕組みです。このような会社の一つであるTuroは、

登録ユーザーが1,000万人に上り、自社マーケットプレイス

でのトランザクションを推進しています
17

。さらに、 個人所有

のカーシェアリングは、一般市民が自動運転車を利用できる

ようになれば、自動運転車が受け取りと引き渡しの地点を移

動することで、借り手と持ち主間の引き渡しが容易になるた

め、数年後にはさらに拡張していきます。実際に、テスラを始

めとする自動車メーカーは、成長を推進するための一つの方

法として、このモデルを明確に検討しています
18

。 この機会

は、鉄道移動やシェアード自動運転車によるフリートを支え

るには人口が足りない、郊外や地方で特に有望であると考

えられます。決済プロバイダーにとっては、大手プロバイダー

の標準になり得る複雑なトランザクションを試す機会を得ら

れます。

製品：一つの共通レンタルシステムのための決済ソリュー

ションを実現している企業は存在していません。解決すべき

問題の根幹は、車を運転する人のアカウントから 車の所有

者のアカウントまで、価値を運ぶという点にあり、その過程で

失うものは多くありません。価格設定を見てみましょう。車の

所有者は、車の需要に加えて、車両メンテナンス、燃 料、駐

車場などのコストに鑑みて、自己のレンタルの利益を確保し

ます。フロントエンドからバックエンドまでの決済プロセッサー

がこの実現に必要な可視性を提供し、さらには、理想的なレ

ンタル料を提示して、価値の源泉となります。

到達手段：決済プロバイダーは、この成長市場を実現する

変化のためのプランニング：
進化するモビリティエコシステムに
おける重大な決済機会

当社の「2 0 1 9 b anki ng a nd capital m arke ts outlook

（業界展望2019 銀行業界および資本市場）」
19
で説明したよ

うに、決済は引き続き、最も破壊的かつダイナミックなバンキ

ング業務です。既存企業とフィンテックそれぞれが開発する

イノベーションが決済業界の再編を促し、顧客の期待を引き

上げ、グローバルな競争を激化させています。既存企業は、

顧客エクスペリエンスが衝突をはらみ、バラバラのデータが

融合される機会を有する領域での差別化を目指しています。

これは、進化を遂げるモビリティエコシステムにまさに当ては

まります。これらの機会をつかむために既存企業が検討す

べきことは、製品ではなく、顧客ソリューションに関する組織

の再構築です。未来のモビリティエコシステムの概要がこの

イノベーション領域で明確になっていくのに伴い、決済プロバ

イダーは、以下の二つの戦略的な選択肢を迫られていると

考えられます。

新興モビリティマネージャーとの連携：この課題の中核

は、新規参入企業であるモビリティマネージャーの到来に対

して、プレイヤー各社がいかに取り組むかにあると言えます。



10 

決済とモビリティの未来：

この新しい立役者であるモビリティマネージャーは、消費者と

サプライヤーの間に立ち、ユーザーが依頼するモビリティに

関連するすべてのトランザクションのプランニング、予約およ

びチケット発券を行い、市場の主要な消費者向け事業体とな

り、レンタルバイク、タクシー乗車、燃料補給といった、すべて

の決済プロセスを一つに結合していきます。そして、プロセス

の中には、オペレーターに抜本的な見直しを要求するものが

出てきます。例えば、車の給油、メンテナンスおよび 保険に

関連するコストに加えて、インフラ（料金所など）につながるコ

ストは、道路の往来がフリートとして管理される自動運転車

へ切り替わるにつれて、より幅広いB2Bトランザクションに

なっていきます。このため、データがシステム全体をどのよう

に流れ、共有されるかについて、異なるビジネスモデルと行

動の転換が要求されるようになります。

拡張と絞り込み：拡張するには、プラットフォームプロバイ

ダーとなるか、さらにはモビリティマネージャーの役割を担う

ことを目指す必要があるでしょう。ただし、モビリティマネジメ

ントの役割への移行を検討する決済プロバイダーは、この転

換によって、このビジネスへの適性が上回る可能性が高い、

ライドヘイリングサービスからMaaSオペレーター、さらには

自動車メーカーまで、多数のプレイヤーとの厳しい競争に直

面することになります。その一方で、決済プロバイダーは、モ

ビリティエコシステムにおける新しいニッチ市場（P2Pレンタ

カーのサービス提供や自動車用ウォレットの実装支援など）

を特定して、サービスを提供し、より優れたユーザーエクスペ

リエンスの設計やほかのプレイヤーが使用できるホワ イトラ

ベル提案の制作による絞り込みが可能です。

未来のモビリティエコシステムに必
要な次世代機能

競争に打ち勝つには、フリート最適化、ダイナミックルート

プランニング、統合型電子チケット発券、および都市の自治

体やモビリティオペレーターとの密接な連携といった、様々な

新機能が要求されるでしょう。

モビリティ決済領域において、現在、区別されているインフ

ラを越えて、このようなエコシステム内のプレイヤーがお互い

に必要なデータを合法的に、安全に、そして即時に共有する

方法を確立できれば、ネットワーク効果を発揮できます。各

プレイヤーがこのネットワークを構築する方法次第で、モビリ

ティ関連企業が有益なプラットフォームを迅速に構築 できれ

ば、より多くの商機が見出せるようになります。しかし、これら

のテクノロジーが最大のインパクトをもたらす上で鍵を握るの

は、データです。

データの強度：決済プロバイダーは、複数の機能やシステ

ムにまたがる異質なデータをまとめる必要があります。プレ

イヤー各社は、新しいサービスを作ると同時に、モビリティ業

界での顧客エクスペリエンスの改善を推進するために、ビッ

グデータやアナリティクスが活用できます。しかし、データが

豊富でも、容易なアクセス、十分な安全性、または統 合化、

そして特に共有が実現していないことがしばしばあります。こ

の問題を今解決することが、認証、リスクモデリング、不正防

止またはトークン化、さらにはデータからのインサイトを収集

するためのアナリティクスといった、規格の作成と所有による

先発者利益となり得るでしょう。

要求されるデータインフラ：モビリティの未来は、スムーズ

かつ効率的に決済を処理できるオペレーターと乗客なくして

は実現できないと共に、このために基幹デジタルインフラの

セットアップで担うべき重要な役割を決済プロバイダーにもた

らします。先んじて取り組むことは、リスクの高い投資の検討

を意味することになったとしても、成功の鍵となります。デー

タの課題は、データインテグリティの重要性が高まるにつれ

て、ますます手強くなっています。規制上の要請は、効果的

なデータ管理の役割をさらに向上させる可能性があります。

規制要件を遵守し、セキュリティの懸念を乗り越えると共に、

データを個々の企業内で隠し持つよりも、共有することに価

値を見出す新しいビジネスモデルを考案する必要が あ りま

す。大量の決済を処理する主要な業界プレイヤーがデータ

やインサイトの大半の鍵を握り、これらを利用するためのア

ナリティクス機能の構築に取り組んでいます
20
。
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とが求められています。将来的に、乗客がレンタル自転車か

ら自動運転タクシーに乗り換える場合、エコシステム内で

シームレスに移動するために乗客が必要とするのは、安全

で使いやすいインターフェースです。現在のモビリティにすで

に存在する問題に関して、試行錯誤を繰り返しながら少しず

つ前進することこそ、決済業者がそこにたどり着く ための方

法です。

すでに、決済アナリティクスアーキテクチャは、重大な決済シ

ステムと分析アプリケーションの間の統合に向かい徐々に進

化しており、企業の境目を超える、新しいモビリティ決済エコ

決済プロバイダーは、モビリティ企業と提携し、 優位性の

高いサプライヤーになるために、現在の技術と専門知識を活

用して、まもなく訪れる劇的な変化を誘導できるようになるこ

システムを可能としています。
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Managing director 
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Payments subject matter adviser 

Managing director 
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H. Sebastian Gor

Senior manager
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Deloitte Consulting LLP

+1 718 286 9051
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アソシエイトディレクター、ファイナンシャルサービスインダストリー

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社

hakahoshi@tohmatsu.co.jp

Derek Pankratz 

Center for Integrated Research 

Senior manager 

Deloitte Services LP 

+1 920 242 1141

dpankratz@deloitte.com

Alexandre J. Kostecki 

M&A strategy  

Senior consultant 

Deloitte Consulting LLP 

+1 917 687 5019
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Deloitte Center for Integrated Research について 

デロイトの Center for Integrated Research は、業界や部門を横断する重要なビジネスに関わる問題について、 新興テクノロ

ジーの急速な変化から人間の行動に関する不変の要素まで、斬新な観点の構築を重視しています。私たちは、根本的かつ徹底

的に合理的なインサイトを見出し、新しい方法で変革をもたらすトピックを考察することによって、リサーチ記事、短編動画、対面

式ワークショップといった様々な形態で新しい考察を提供しています。

デロイトのグローバル決済チームは、決済エコシステム全体にわたるクライアントの方々にサービスを提供しており、その業種には、イシュ

向けのリアルタイム決済などが挙げられます。コンサルティング、税務、リ

デロイトのグローバル決済チームは、決済エコシステム全体にわたるクライアントの方々にサービスを提供しており、その業種には、イシュア、

アクワイアラ、カードネットワークおよび協会、アクワイアリングプロセッサー／サービスプロバイダー、マーチャント、フィンテックおよび

モバイルウォレットなどの決済プラットフォーム、B2B・B2C・P2P 向けのリアルタイム決済などが挙げられます。コンサルティング、税務、リ

スクアドバイザリーおよび監査のプロフェッショナルを擁するデロイトの決済グループは、エンドツーエンドの機能を提供することによって、企

業が幅広い代替デリバリーチャネルを提案し、顧客エクスペリエンスを向上させることを可能とします。詳しくは以下をご覧ください ：

Deloitte.com. 

https://www2.deloitte.com/global/en/pages/financial-services/solutions/payments.html
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Deloitte Touche Tohmatsu Limited

デロイ ト トーマツ  グループは、日本におけるデロイ ト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイ トネットワークのメン

バーであるデロイ ト トーマツ合同会社並びにそのグループ法人（有限責任監査法人トーマツ、デロイ ト トーマツ  コンサ

ルティング合同会社、デロイ ト トーマツ  ファ イ ナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT 弁

護士法人およびデロイ ト トーマツ  コーポレート ソリューショ ン合同会社を含む）の総称です。デロイ ト トーマツ  グルー

プは、日本で最大級のビジネスプロフェ ッショ ナルグループのひとつであり、各法人がそれぞれの適用法令に 従い 、監

査・保証業務、リスクアドバイ ザリー、コンサルティング、ファ イ ナンシャルアドバイ ザリー、税務、法務等を提供してい ま

す。また、国内約 40 都市に 1 万名以上の専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクラ イ アントとしています。詳

細はデロイ ト トーマツ  グループ Web サイ ト（www.deloitte.com/j p）をご覧ください。 

Deloitte（デロイ ト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファ イ ナンシャルアドバイ ザリー、リスクアドバイ ザリー、税務

およびこれらに関連する第一級のサービスを全世界で行っています。150 を超える国・地域のメンバーファ ームのネット

ワークを通じ Fortune Global 500® の 8 割の企業に対してサービス提供をしてい ます 。“Maki ng an impact that

matters”を自らの使命とするデロイ トの約 286,000 名の専門家については、（www.deloit te.com/about）をご覧く ださい 。

Deloitte（デロイ ト）とは、デロイ ト トウシュ トーマツ  リミテッド（“DTTL”）ならびにそのグローバルネットワーク組織を構成

するメンバーファ ームおよびそれらの提携法人のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）および

各メンバーファ ーム並びにそれらの関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織体です。DTTL はクラ イ アントへの

サービス提供を行いません。詳細は www.deloitte.com/j p/about をご覧ください。 
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